第4章　支給関係（手計算処理）

第4章　支給関係（手計算処理）


別記１　各課、所、館及び県立学校関係

１　支給関係

　(1）手計算処理の事由
　　ア　給与等関係入力通知書の提出後、採用者の給与を支給する必要がある場合

　　イ　給与等関係入力通知書の提出後、退職者の給与を支給する必要がある場合

　　ウ　給与等関係入力通知書の提出後、育児休業、大学院修学休業又は無給休職等から復帰等する者の給与を支給する必要がある場合

　　エ　過年度の給与を追給する必要がある場合

(2) 手計算処理の方法


２　返納関係

(1) 手計算処理の事由

　　　ア　給与等関係入力通知書の提出後、退職者、育児休業者、大学院修学休業者若しくは無給休職者等の給与又は通勤手当(支給単位期間が2月以上として支給された場合に限る。)を返納する必要がある場合

　　　イ　過年度の給与を返納する必要がある場合

　　　ウ　給与支給総額（通勤手当を除く。）から法定控除金（所得税・住民税・共済組合掛金・互助団体短期掛金）の総額を控除した後の額の1／4を超える給与の返納をする必要がある場合

(2) 手計算処理の方法

（注）1　各課、各所、館、県立学校において、過年度の給与を返納する必要がある場合は、「諸手当の返納について」（平成16年2月27日付け15教総号外人事管理グループ参事通知）に基づき、本職に併せて報告すること。

　　　　　　なお、この場合職員課からの回答後において処理を行うこと。

2 各所属長は、職員が納入した月日を納入通知書・領収書により確認すること。
3 過年度の給与の返納手続きをする場合は、(2)によらず各所属において過年度返納の処理を行うこと。

　　　　4　「必要な証拠書類」とは、返納する手当の届出書の写し(添付書類を含む。)及び領収書等(出勤簿、特勤整理簿等)の写し並びに債権者登録票の写しであること。
　別記２　市町村立学校関係

1 支給関係

(1)　手計算処理の事由

　ア　給与等関係入力通知書の提出後、採用者の給与を支給する必要がある場合
　イ　給与等関係入力通知書の提出後、退職者の給与を支給する必要がある場合

　ウ　給与等関係入力通知書の提出後、育児休業、大学院修学休業又は無給休職等から復職等する者の給与を支給する必要がある場合

　エ　過年度の給与を追給する必要がある場合

(2)　手計算処理の方法

　

２　返納関係

(1) 手計算処理の事由

　　　　　ア　給与等関係入力通知書の提出後、退職者、育児休業者、大学院修学休業者若しくは無給休職者等の給与又は通勤手当(支給単位期間が2月以上として支給された場合に限る。)を返納する必要がある場合

　　　　　イ　過年度の給与を返納する必要がある場合

　　　　　ウ　給与支給総額（通勤手当を除く。）から法定控除金（所得税・住民税・共済組合掛金・互助団体短期掛金）の総額を控除した後の額の1／４を超える給与の返納をする必要がある場合
(2) 手計算処理の方法

　　   （注）1　各所属長は、職員が納入した月日を納入通知書・領収書により確認すること。
　　　    　　2　　「必要な証拠書類」とは、返納する手当の届出書の写し（添付書類を含む。）及び領収書等（出勤簿、特金整理簿等）の写し並びに債権者登録票の写しであること。

第1号様式　
	所属長
	係員
	記入者

	
	
	


追給・返納計算依頼書

様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	所属名
	
	職名
	職員氏名
	
	勤務時間
	週当たり　　時間

	所属コード
	
	
	
	
	
	
	職員番号
	
	
	

	遡及修正・特例計算を必要とする理由：



	区分
	積算内訳
	正当支給額
	支給済額
	追給・返納額
	摘要

	給料
	職　級　 号給　　 　　円
	
	
	
	

	教職調整額
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	義務教育特別手当
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	管理職手当
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	扶養手当
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	地域手当
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	住居手当
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	通勤手当
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	単身赴任手当
	月額　　　円×　月＝　　　円
	
	
	
	

	特殊勤務
手当
	月額
	(　)　　  円×　月＝ 　　　円
	
	
	
	

	
	
	(　)　　  円×　月＝ 　　　円
	
	
	
	

	
	日額
	(　) 　 円×　 日(回)＝　　 円
	
	
	
	

	
	
	(　) 　 円×　 日(回)＝　　 円
	
	
	
	

	
	
	(　) 　 円×　 日(回)＝　　 円
	
	
	
	

	夜間等特殊業務手当
	円×　　回＝ 　 　 円
	
	
	
	

	宿日直手当
	円×　　回＝　  　 円
	
	
	
	

	特地（へき地）手当
	月額　 　 円×　月＝ 　 　円
	
	
	
	

	特地(へき地）準ずる
手当
	月額　 　 円×　月＝ 　 　円
	
	
	
	

	超過勤務手当
	25/100　 円×　 時間＝　　円
	
	
	
	

	
	100/100　 円×　 時間＝　　円
	
	
	
	

	
	125/100　 円×　 時間＝　　円
	
	
	
	

	
	150/100　 円×　 時間＝　　円
	
	
	
	

	
	135/100　 円×　 時間＝　　円
	
	
	
	

	
	160/100　 円×　 時間＝　　円
	
	
	
	

	管理職員特別勤務手当
	円×　　回＝　　　 円
	
	
	
	

	寒冷地手当
	
	
	
	
	

	期末手当
	(　 円＋　 円)×　/　＝ 　　円
	
	
	
	

	勤勉手当
	　　　 円×　/　＝　　　 　円
	
	
	
	

	手当
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


	精算確認
	出納長
出納室長
	確認年月日
	所属長
	資金前渡

経理者
	確認年月日

	
	
	
	
	
	


第2号様式
年　　月分給料、諸手当領収書（計算書）
	給与等予算

主管課
	
	所属所名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	番号
	職名
	氏名
	現金

受領印
	級号給
	　支給額
	　控除額
	非課税支給額
	差引
現金
支給額
	備考

	
	
	
	
	
	給料
	教職
調整額
	義務特
手当
	扶養
手当
	住居
手当
	
	
	
	計
	共済組合掛金
	互助会
掛金
	所得税
	住民税
	
	計
	通勤手当(＋)
	宿日直
手当(＋)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	短期
	長期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	正当支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	支給済額

	(支給の理由)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	差引支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	正当支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	支給済額

	(支給の理由)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	差引支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	正当支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	支給済額

	(支給の理由)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	差引支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	正当支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	支給済額

	(支給の理由)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	差引支給額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　合　 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	上記の金額受領しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	公所名　　
　給与等賃金前渡経理者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様


　
〔作成書類〕


・追給・返納計算依頼書（イ及びエの場合）（様式第1号）　


※ 必要な証拠書類を添付すること


※ 教育庁各課にあっては教育総務課経由とすること。


追給・返納計算依頼書





　〔作成書類〕


・給料、諸手当領収書（計算書）（様式第2号）








給料、諸手当領収書（計算書）





　　〔作成書類〕


・支出調書


支出内訳書


給料、諸手当領収書（計算書）・支出調書(写)

















(支給)





所属





職員課





財務課





所属





職員





所属





職員課





財務課





所属





職員





〔作成書類〕


・追給・返納計算依頼書（様式第1号）　


※ 必要な証拠書類を添付すること。


※ 教育庁各課にあっては教育総務課経由とすること。


追給・返納計算依頼書





〔作成書類〕


給料、諸手当領収書（計算書）（様式第2号）








給料、諸手当領収書（計算書）





　〔作成書類〕


戻入調書


納入通知書


給料、諸手当領収書（計算書）


納入通知書

















納入通知書





所属





教育事務所





所属





〔作成書類〕


・追給・返納計算依頼書（イ及びエの場合）（様式第1号）　


※ 必要な証拠書類を添付すること





追給・返納計算依頼書





〔作成書類〕


給料、諸手当領収書（計算書）（様式第2号）


支出調書


支出内訳書





給料、諸手当領収書（計算書）




















(支給)





職員











〔作成書類〕


・追給・返納計算依頼書（様式第1号）　


※ 必要な証拠書類を添付すること





追給・返納計算依頼書





〔作成書類〕


給料、諸手当領収書（計算書）（様式第2号）


戻入調書（過年度の場合は、収入調書）


納入通知書


給料、諸手当領収書（計算書）


納入通知書














納入通知書





所属





教育事務所





所属





職員
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